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要       旨 

 

１ 作成の背景 

日本の農業は高齢化、担い手不足などが進む一方、スマート農業、ゲノム育種などの新技術

により新たな農業の可能性も示されている。また、気候変動による農業生産の一層の不安定化

が指摘され、国連も持続可能な開発目標（SDGs）（１）を掲げ各国に取組を求めている。 

このような状況のもとで、農学委員会農学分科会は主に土地利用型農業に関する日本の農業

資源の現状とその潜在力を顕在化させるために生産農学が取り組むべき研究開発および SDGs

の達成への貢献について議論し、その結果を取りまとめ公表することとした。 

 

２ 現状および問題点 

日本の食料・農業を概観してみると、日本の食料消費の量と構成が大きく変化したが、そこに

は食品産業の寄与が大きく、農業経営も食品産業への拡大（六次産業化）や食品産業との直接

取引が増大している。また、農業技術の面では、情報通信技術（ICT）を組み込んだ機械や設備

が登場している。社会経済の変化への技術革新の対応は、ICT を活用した機械・設備や定年退

職者の就労増による高齢者の労働力などの潤沢な資源を活用し、いまなお自然生態系の特色

を保持している森林や湖沼などの貴重な資源の開発利用を抑制することが基本となる。 

また、潤沢な資源と貴重な資源をどのように組合わせていくかに関して、例えば農林水産省は

食料自給力を数年以上の長期の視点からの供給力として公表している。これに対して、食料自

給力を１年以内での供給力という視点から独自に試算してみると、一人一日あたりの供給熱量は

その年の生存に必要な基準熱量より 200 kcal 以上不足することになり、私たちの生命を支える農

業生産の基盤の持続可能性について議論が必要である。 

近未来の農業を考える場合、農業それ自体の生産性向上と環境負荷の低減のトレードオフに

向き合うことが避けられず、その解決には、まず、二つの目的間のトレードオフの関係性を物的・

数量的に把握し、社会的評価を加えること、次に、二つの目的を同時に達成できる技術的可能

性を広げることが重要である。このように、近未来の農業は二兎を追って二兎を得ることが必要で、

新たな技術体系のもとでバランス良く達成することが求められている。 

新たに注目されている技術はゲノム編集育種とスマート農業である。ゲノム編集技術は狙った

遺伝子をピンポイントで編集する技術であり、育種の高速化に繋がる。アメリカでは本技術で育

成された高オレイン酸ダイズの食用油が販売されている。一方、日本では本技術に対する国民

の理解は十分ではなく、安全性などに関する情報発信が重要である。また、農業担い手不足、

農産物の高品質化・生産コスト削減のために、IT やロボット技術などを活用した農業のスマート

化が必要である。2014 年度から５か年間進められた内閣府戦略的イノベーション創造プログラム

で実施されたスマート農業研究では、ロボットトラクター、ビッグデータを活用した営農支援システ

ムなど多くの成果が得られた。現在、主に生産条件好適地で確立されたスマート農業技術を生

産条件の不利地域に適合させることで、地域農業の活性化に繋がる取組も行っている。 

このような新たな農業技術は実際の農業現場でも大きく期待されている。新潟県の（有）

穂海農耕は 15名で 145 haの水田において業務用米を生産している。全員非農家からの新
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規就農者であり、平均年齢は約 32歳である。今後も農地の集約は進むと予想しており、圃

場の大規模化、ロボット・ドローンの導入などが必要になり、また、栽培時期を分散する

ためにもゲノム編集育種による多様な品種開発が求められると考えている。 

 

３ 報告の内容（生産農学の取り組むべき主な研究開発） 

このような日本の農業および農業技術の現状と SDGs への貢献も含めて今後の期待に応

えるために、生産農学に含まれる各学問分野として取り組むべき研究と技術開発を以下の

ように進めていく考えである。 
 (1) 作物学（SDGs目標 2、13、17への貢献） 

① 大規模水田農業に資するため、直播適性を備えた高品質・良食味品種を用いて各地域

で安定多収が得られる直播栽培技術を開発する。 
② 畑地化した水田における畑作物の耐湿性向上のための作物栽培および土壌管理の技術

を開発し、水田輪作体系における畑作物の生産拡大に繋げる。 
③ 中山間地域の小規模農地での高収益作物の栽培技術の開発、ドローン利用などによる

作業の効率化などを進める。 
 (2) 園芸学（SDGs目標 2、3、7、9、11、13、17への貢献） 

① 施設園芸においては、二酸化炭素排出削減の観点から水素やバイオマス、太陽光などの

自然再生エネルギーの活用技術などの開発を行うとともに、地域の特性やニーズに適合した施

設栽培用品種の育成を行う。 
② 露地園芸においては、ロボットの活用技術開発、作業性に優れた園地整備のデザイン

などを行う。更に、資源投入を抑制し、持続可能なシステムとしての再構築をめざす。 
③ 流通時の品質低下によるロスやコストを減らすフードチェーンシステムの確立を図る。 
 (3) 土壌科学（SDGs目標 2、13、15への貢献） 

① 作物の生産性に関わる土壌資源の潜在力の更なる開発のため、土壌成分の微細存在状

態および土壌微生物による植物養分などの形態変換機能などの解明を行う。 

② 温室効果ガスの発生抑制のための無駄のない施肥管理に向けて、田畑一筆ごとの地力

など土壌資源の潜在力を示す精密土壌図の作成と効率的活用や気候変動にも対応したきめ

細かい施肥管理の普及を図る。 

 (4) 育種学（SDGsの目標 2、3、9、13、15への貢献） 

① 全ゲノム情報を活用した迅速な有用遺伝子の同定や DNAマーカーの開発、およびゲノ

ム編集技術などの育種技術の高度化により育種の効率化を実現する。 

② AIや IoTを用いた先端的形質評価技術を導入することにより、気候変動に対応したス

トレス耐性の向上や SDGsに適う生産性の高い省資源投入型品種開発に繋げる。 

 (5) 植物病理学（SDGsの目標 2、12、15への貢献） 

① 様々なビッグデータを作物保護に応用することにより、最適な防除の実現、ロボット

やドローンなどを利用した新たな防除技術を開発する。 
② 日本で開発された防除技術を、途上国の実情に適応した技術として展開する。また、その

技術を使いこなすことのできる研究者や教育者を育てる。 
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１ はじめに 

日本の農業は高齢化、担い手不足などの課題が山積している一方、スマート農業、ゲノ

ム育種などの新技術の開発によりこれまでとは違う農業の可能性も示されている。また、

地球規模でみると、気候変動の影響による農業生産の一層の不安定化が指摘され、地球人

口を養うための様々な方策が求められている。国連も「誰一人取り残さない」という理念

のもとに、2030年を期限とした持続可能な開発目標（SDGs）を掲げ各国に取組を求めてい

る。SDGs の 17 の目標には、農業に関わるものが多く含まれており、農学が貢献すべき課

題も多い。 

日本学術会議農学委員会農学分科会は、主に土地利用型農業 1に関する地球規模での農

業生産や日本農業の抱える問題の実態把握と課題解決に向けた学術的観点からの議論と発

信を行うことを第 24 期の目標として、以下のような具体的テーマについて議論を行って

きた。すなわち、テーマとしては「日本の持つ農業資源の潜在力とそれを顕在化するため

に生産農学 2ができること」とし、主な議論の内容としては、①農学の一つの分野である生

産農学 2に関わる研究分野からみた農業資源の潜在力、②潜在力を顕在化させて農業を活

性化する方策（農産物の収量・品質向上、環境負荷低減、輸出拡大など）、③潜在力を顕

在化させるための研究と教育における生産農学の貢献（各分野における技術的貢献と人材

育成における貢献）であった。また、SDGs の 17 の目標との対応についても議論し、生産

農学が地球規模の多くの目標に貢献でき、「飢餓の撲滅」や「健康な生活」を通じて、「貧

困の解消」にもつながると期待されることを確認した。 

農業生産の水準は、農地と農地以外の資源の賦存量と生産性に規定される。農地以外の

資源の基本は、労働と資本（農業機械などの資本ストック）であるが、農業の多くが野外

の開放系で行われるため、大気、水系、土壌、自然生態系などの環境も農業生産の水準に

影響を与える。環境については、農業を支える資源としての側面とともに、逆に農業が負

荷を与える側面も考慮する必要がある。真の生産性は、環境への負荷を差し引いたものと

考えることもできる。また、技術力も生産性を大きく左右する。資本ストックに具体化さ

れた技術からノウハウとしての栽培技術まで、蓄積された農業技術は重要な資源である。 

資源としての労働の質を考える場合、人材育成のための農学教育も重要である。農学分

科会では、これまでに報告「生産農学における学部教育のあり方について」（2017 年 6 月

28日）を発出し、生産農学の特徴、大学の学部教育に求められる素養、今後の課題などを

整理した[1]。 

潜在的な生産水準を評価するには、農地の賦存量と生産性から検討する必要がある。日

本では農地の減少が見込まれているが、平地における農業経営の大規模化と中山間地域に

おける農業・農村の維持の両面から、また、食料自給力の観点から必要面積を検討すべき

                         
1 広い面積の土地と自然環境を利用して生産する農業形態で、イネなどの食用作物、サトウキビなどの工芸作物、イタリ

アンライグラスなどの飼料作物、野菜などが栽培される。 
2 生産農学は農学を構成する 7分野（農芸化学、生産農学、畜産学・獣医学、水産学、森林学・林産学、農業経済学、農

業工学）の一つであり、対象作物等に主眼を置く分野（育種学、作物学、園芸学など）と環境要因あるいは作物と環境要

因との相互作用に主眼を置く分野（土壌科学、植物病理学など）で構成されている。 
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である。 

これまで本分科会では、日本の農業の現状と展望、研究開発の側面を中心とした農業資

源とその潜在力の顕在化に関して、農業生産者を含む５名の委員および関係者から話題提

供を受け、意見交換を行ってきた。本報告は、分科会で提供されたこれらの話題の概要と

潜在力の顕在化のために生産農学に関わる各研究分野が果たすべき役割について取りまと

めたものである。 
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２ 日本の食料・農業の現状と展望 

(1) 日本の食料・農業を概観する 

日本の農業資源の潜在力を十分に活かすためには、国内の食料と農業の現状を的確に

把握しておくことが不可欠である。そこで国勢調査・農林業センサス・産業連関表など

の統計データによって国全体のマクロ的な動向を把握するとともに、近未来の農業のあ

り方を見通す上で重要と判断される新たな潮流を確認しておく。 
所得水準の上昇とともに日本の食料消費の量と構成が大きく変化したことは周知の

事実であるが、同時に付加価値の形成力と就業人口の割合の両面で食品産業（製造・外

食・流通）の厚みが増したことも見逃せない［２］。一方、国内の農業生産は縮小傾向

が続いている。注意を要するのは、農林水産省が農業資源のカロリー供給潜在力を推計

した食料自給力について、1990 年頃から低下のトレンドが続いている点である［３］。

ただし、施設園芸や畜産、あるいは北海道の土地利用型農業のように、生産規模拡大の

成果の顕著な部門も存在する。日本の農業を一律に評価することはできない。 

農業経営には新たな潮流が生まれている。一つは食品産業の領域にビジネスのウィング

を拡大する動きである。付加価値形成力の高い川下の食品産業への展開は自然な流れで

あるが、食品の安全性確保や顧客のニーズの把握など、従来の農業経営とは異なる取組

も必要とされる。食品製造業や外食産業と直接に取引を行う農業経営も増加している。

従来の農産物の市場とは異なって、定時・定量・定品質の供給が求められることで、農

業経営としても新たな取組が必要となるケースが少なくない。 
農業就業人口の減少と高齢化が続くなかで、農業の担い手の動向にも新たな潮流を確

認できる。とくに、近年の若手の新規就農者の半数程度は農業法人などへの雇用就農者

や起業型の新規参入者であり、大半は非農家出身の若者である。一方、新規就農者の半

数程度が 60歳以上の中高年であることも見逃せない［４］。中高年の働き手の存在は、

農業生産にとって潤沢な資源という面もある。 

農業技術の新潮流という意味では、情報通信技術（ICT）を組み込んだ多彩な機械や設

備がパワフルであることを確認できる。極めて広範囲に及んでいる新たな潮流であるが、

従来の工学的な技術進歩が筋肉労働を軽減するタイプのものであったのに対して、ICT

利用の機械・設備は頭脳労働に代替する機能を果たしている面がある。ただし、機械・

設備のコスト増が見込まれる場合もあり、今後の農業経営の採否の判断を慎重に見極め

る姿勢も重要であろう。また、農業の生産プロセスではないものの、ICT によって農業

経営の情報発信力が格段にレベルアップしつつある点にも留意すべきである。たとえば

生産現場の環境への配慮の取組について、オンタイムで消費者に伝えることも可能にな

っている。 

社会経済の変化への技術革新の対応は、ICT や高齢者の労働力などの潤沢な資源を活

用し、いまなお自然生態系の特色を保持している森林や湖沼などの貴重な資源の開発利

用を抑制することが基本となる。今後の日本農業の推移を理解し、将来像を見通すため

にも、この観点は重要であろう。 
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(2) 日本の自給力は十分か？―独自の試算による― 

「食料」は私たちの生命を支える、他の資源では代替できない唯一の資源である。海外

からの輸入に依存する日本では、食料生産の基盤である耕地の面積が減少し続けている。

ここでは、日本が持つ食料生産の基盤としての現有の耕地面積および単位土地面積あたり

の生産力をもって私たちの生命維持に必要な熱量が１年以内という短期間で供給可能かを

評価した。なお、生命維持に必要な一人一日あたりの熱量は 2020 年の年齢構成では平均

2224 kcalと推定されるが、備蓄ならびに魚介類と果実からの熱量 374 kcalは通常通り供

給されると仮定し、 残りの 1850 kcalが作物から供給できるかを評価した。  

輸入を前提とした現状の自給熱量（消費エネルギーのうち国産でまかなっている熱量）

を一人一日あたりで主要 14作物を対象に算出すると、イネ 746 kcal、コムギ 37 kcal、バ

レイショ 22 kcal、カンショ 56 kcal、ダイズ 19 kcal、オオムギ 13 kcal、ヤムイモ 4 

kcal、タロイモ 2 kcalの合計で 899 kcal となった（他の６品目のトウモロコシ、ミレッ

ト、エンバク、ライムギ、ソルガム、キャッサバは FAO統計上生産なし、2018年）。なお，

各品目の作物の持つ熱量は日本食品標準成分表 2010に準じ換算した［５］。詳細な算出方

法は下野（2014）を参照［６］。輸入を前提とし、野菜や花卉などの園芸作物も栽培して

いる平時であるため当然の結果であり、多様かつ豊富な食料に囲まれた私たちの生活は、

海外の農家による食料生産に支えられていることを示す。 

一方で、重要となるのが、現在の日本の潜在的な生産力である。その評価として、ここ

では今すぐに利用できる水田（228万 ha）と普通畑（114万 ha）を用い、熱量供給量を最

大化させるため、水田にはイネを、普通畑にはイモ類（北海道：バレイショ、都府県：カ

ンショ）のみの極端な作付けを仮定して自給力を試算した。その結果、自給力は一人一日

あたり供給熱量として、イネから 931 kcal、バレイショから 209 kcal、カンショから 501 

kcalとなり合計 1641 kcalと、３つの作物のみという極端な条件にもかかわらず、自給の

ための必要熱量より 200 kcal 以上不足する危機的な状況にあることが明らかになった。

これまで食料自給力を評価した例は極めて限られており，本試算では１年以内に供給でき

る熱量に焦点を絞った。農林水産省の試算［７］においては樹園地や牧草地も耕地に含む

と定義し、それらを開墾して作物を栽培するための数年の時間も含めた長期的な視点から、

現在の耕地面積においても必要熱量を十分に満たせると報告している。 

日本において、持続可能な食料安全保障を実現するためには、今一度、「食料」が持つ意

味を問い直す必要がある。経済的な側面に注目した議論が先行しているが、私たちの生命

を維持する「食料」の生産の場である農業という産業、また、農業の多面的な機能として、

国土保全、水資源の保全、自然環境の保全また文化継承も含めた農村の重要性を認識する

必要がある。日本では急速な高齢化により農業の担い手が不足している一方、地球温暖化

による地球規模の気候変動が予測される中、食料安全保障の観点から食料生産を次世代ま

で持続できる新たな農業システムを構築する必要がある。 

 

(3)  二兎を追って二兎を得るー近未来の農業を考える視点― 

近未来の農業のあり方を構想する場合、明確な目的を想定し、その達成の度合いを見
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通すかたちがとられることが多い。農業のあり方に限らず、社会的に重要な取組の構想

では、明確な目的の設定と適切な手段の配置という作業が基本となる。問題は想定され

る目的が単一ではない場合である。二つ、あるいは、それ以上の複数の目的が存在する

とすれば、あり方の構想自体が難問になることもありうる。議論を単純化するため、以

下では、二つの目的が存在すると仮定する。 
二つの目的のあいだには、三つの関係が考えられる。第 1に、一つの目的の達成がも

う一つの目的の達成に貢献する関係である。例えば、農業の多面的機能は「農業生産活

動が行われることにより生ずる食料その他の農産物の供給の機能以外の多面にわたる

機能」と定義され、良好な景観の保全などが例示されている（食料・農業・農村基本法

第 3条）。これは、農業生産という目的の追求が良好な景観保全という別の目的に貢献

する関係にほかならない。第２に、逆に、一つの目的の達成がもう一つの目的の達成に

対してブレーキとして作用する関係である。例えば、家畜の増頭をめざすことは温室効

果ガスの削減目的に反する面を持ち、二つの目的はトレードオフ関係にある。第３に、

二つの目的のあいだに影響が作用しない独立の関係がある。ただし、このケースについ

ても、目的の達成に同じ資源の投入が必要とされ、その資源の総量が限られているなら

ば、一方の目的を重視するとき、他方の目的の達成度は低下するであろう。例えば、限

られた土地面積のもとでは、ある作物の生産拡大と別の作物の生産拡大には一種のトレ

ードオフ関係が生じると考えてよい。 

現代の、そして近未来の農業のあり方を構想する上で、目的間のトレードオフ、典型

的には農業それ自体の生産性向上と環境負荷の低減のトレードオフに向き合うことが

避けられない。農業と農業の多面的機能についても、具体的な現場ではトレードオフの

ケースもあるに違いない。こうした点を明確に意識した農業の構想について、社会科学

の分野を含む農学の研究が貢献できるとすれば、次の三つの観点からであろう。 

第１に、二つの目的のトレードオフの関係性を物的・数量的に把握することである。

第２に、物的・数量的に把握された目的について、社会的な評価を加味するプロセスで

ある。この点で市場の価格は重要な物差しであるが、環境の保全について市場の価格が

存在するわけではない。人々の意識とその変化を把握する必要がある。そして第３に、

二つの目的が同時に達成される技術的な可能性を広げることである。ここに農業の技術

革新の基本的な役割がある。二兎を追って高いレベルで二兎を得るわけである。 

留意すべきは、望ましい技術革新の方向は、二つの目的に対する社会的な評価の水準

にも依存することである。振り返れば、かつての農業の技術進歩は食料増産が唯一の目

的だったといってよい。環境保全に対する社会的な評価はゼロだったわけである。近未

来の農業の目的を改めて多角的に評価し、新たな技術体系のもとでベストのバランスで

達成することが求められている。 

 

(4)  今後重要となる新農業技術の例 

① ゲノム編集技術 
精密かつ効率的に生物の遺伝子機能を調節・改変できるゲノム編集技術が登場し、
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様々なライフサイエンス分野での利用が加速している。ゲノム編集技術を用いて、重

要な育種形質の発現に関わる遺伝子をより効果的な変異遺伝子と同じ配列構造に書き

換えることで、品種改良を高速化できることから、この技術に対する関心が急速に高

まっており、農作物の品種改良技術として今後利用拡大が予想される［８］。既に米

国ではゲノム編集技術を活用して開発した高オレイン酸ダイズから絞った食用油の販

売が始まっている［９］。日本でも、2014年度から５か年の国家プロジェクトであっ

た内閣府戦略的イノベーション創造プログラム(SIP) 「次世代農林水産業創造技術」

（以下、SIP農業）において、ゲノム編集技術を活用した主要農林水産物（イネ、トマ

ト、ジャガイモ、コムギ、マグロなど）の改良研究が実施され、それらの中で社会実

装を視野に入れた作物も開発されてきた。さらに、ゲノム編集生物の商業利用のため

の国内法整備も進んできており、その社会実装も始まろうとしている。  

ゲノム編集技術は、農作物が元から持っている遺伝子に自然変異でも起こりうる変

化を創出し、その遺伝子機能を調節する技術である。このような農作物の特性は従来

の育種でも創出可能なものである。従って、農作物としての安全性は、従来の育種法

で開発された作物と同等と考えられる。一方、遺伝子組換え技術は、細胞外で加工し

た遺伝子を新たに導入し、農作物の特性を改良する技術である。そのため、その農作

物としての利用にあたっては、新たに導入された遺伝子から翻訳されるタンパク質の

食品安全性評価や新たに創出される形質の生態系への影響評価が必要で、何れも安全

と判断されたものが作物として利用されている。 

ゲノム編集技術は、CRISPR/Cas9、ZFN、TALEN など様々な手法が開発されてきてい

るが、狙った遺伝子をピンポイントで書き換える（編集）技術と定義できる。主要な

農作物のモデル品種・系統のゲノム解読研究、それに続く多様な品種・系統の比較ゲ

ノム研究、さらには従来から進められてきた重要育種形質発現の分子機構解明の研究

から、自然に誘発された突然変異が長い栽培・品種改良の歴史の中で固定・蓄積され、

現在の農作物が出来上がってきたことが明らかになってきている。そこで、近代作物

に従来の育種技術を使って蓄積されてきた有用遺伝子変異をゲノム編集技術により実

用品種に直接再現できれば、効率的な品種改良が可能になると考えられる。ゲノム編

集技術は、迅速な育種技術として期待されるため、消費者の嗜好性が強く、多数品種

が必要で、品種変遷が早い野菜や花などの作物、あるいは、交雑育種 1では品種の特性

が大幅に変わってしまう栄養繁殖性作物 2などのワンポイント改良には特に有効な育

種技術である。 

   ゲノム編集技術は、前述の通り、育種技術の一つとして期待される技術であること

は疑う余地はないが、一方で様々な課題もある。ゲノム編集作物の開発と消費者に届

くまでの課題としては、１）ゲノム編集作物の取り扱いルールの明確化、２）ゲノム

編集作物に対する国民理解の促進、３）海外に先行されているゲノム編集に関する基

                         
1 交雑によって両親が保有する異なる有用遺伝子を 1つの品種に集め、選抜育成する育種技術 
2 種子ではなく、茎葉、塊茎、塊根など植物の栄養繁殖器官から増殖・維持されることが一般的な作物 
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盤的知財の活用方法などがある。１）については、環境省、厚生労働省のガイドライ

ンで確定したところである。２）については、作物育種に対する理解の促進（作物育

種は有用変異の集積であること）とゲノム編集技術が作物育種に果たす役割の理解を

促進する情報発信が必要である。３）については、ゲノム編集技術の基本特許所有者

と実際の品種開発者が交渉することで解決可能である。ゲノム編集技術は重要な育種

技術の一つであり、他の科学技術と同様に長所短所を理解して使いこなすことが大事

である。 

 

② スマート農業の現状と今後の展望 
日本の農業の労働力不足はますます厳しい状況になっている。基幹的な農業従事者

は５年前と比べると 15％も減っている。高齢化も進んでおり、現在の農業従事者の平

均年齢は 67歳で、65歳以上が 65％に及ぶ［10］。今後も農業の労働力不足はさらに

進行することが予想されており、その対策としてロボットを含めた超省力技術の開発

が、日本農業を持続させる上で必須である。さらに農産物の輸入自由化が進む中で、

国際競争力を確保するためには、農業構造改革とあわせて革新的な技術開発により、

一層の農産物の品質向上や生産コストの削減を図り、さらに農産物に健康機能性など

の付加価値をつけて国内外の需要を喚起し、日本農業を成長産業化することも目指す

べき方向であろう。農業のスマート化 1は IT やロボット技術などの先端技術により

「農作業の姿」の変革を可能にする。農家の「経験」と「勘」に依存した現在の農業

から「データ」に基づいた農業への転換は、新規就農の促進にも有効であるため、IT

やロボットを高度に利用した農業のスマート化は日本農業が抱える問題を解決する上

で極めて重要になる。 

上述のゲノム編集技術の開発も行ったＳＩＰ農業は、農政改革と一体的に、農業の

スマート化、農林水産物の高付加価値化の技術革新を実現し、新規就農者、農業・農

村の所得の増大に寄与、併せて、生活の質の向上、関連産業の拡大に貢献することを

目指し、開発技術の社会実装が最も重要な目標であった。 

SIP農業では二つの重点目標、(1)ロボット技術・IT・ゲノム編集などの先端技術の

導入による日本型の超省力・高生産なスマート農業モデルの実現、(2)医学や工学との

連携での健康機能性による輸入農産物との差別化や新素材開発、を設定した［10］。

その中の課題の一つがロボット技術や ITを活用した農業機械の自動化・知能化や、多

収性イネ品種の育成による超省力・高生産な水田農業（スマート水田農業）である。

「スマート水田農業」ではロボットなど高性能機械や水管理の自動化によって労働生

産性の格段の向上を図った。(i)メッシュ農業気象データと気象対応型栽培技術、(ii)

人工衛星や低層リモートセンシングによる空間情報の効率的収集と活用技術、(iii)

自動給排水システムによる圃場水管理の省力化技術、(iv)ロボットなど自動化・知能

化された機械による超省力作業技術、(v)多数の圃場を省力的に管理するための「多圃

                         
1 情報通信技術（ICT）やロボット技術を活用して、データに基づいた農業や農作業の省力化・省人化を実現する新しい

農業にすること。 
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場営農管理システム」の開発を進めた。具体的には(i)のメッシュ農業気象データと気

象対応型栽培技術では、高温・低温リスク情報などの早期警戒情報が、ウェブサイト

を通じて容易かつ迅速に得られるシステムや気象予測データと作物発育ステージ予測

モデルを利用して発育予測を行い、適時・的確な栽培管理や作業計画の効率化に資す

るシステムを開発した。また、(ii)の人工衛星や低層リモートセンシングによる空間

情報の活用技術では、衛星リモートセンシングにより、圃場ごとの作物生育を広域的

に把握して営農者に提供し、いわゆる「高品質ブランド米」として生産・販売するた

めの産地戦略をサポートする情報技術を開発・実用化した。また、ドローンにより詳

細な圃場空間情報を農家に提供し、追肥などの管理作業の適正化を図ることに成功し

た。(iii)の自動給排水システムによる圃場水管理の省力化技術では、水位制御や取水

開始・停止操作が遠隔でできるので、水管理労力を従来の 80％まで削減させることが

できた。(iv)のロボットなど自動化・知能化された機械による超省力作業技術は、世

界に先駆けて 2018 年に商品化したロボットトラクタが大きな成果である。最後に、

(v)の多数の圃場を省力的に管理するための「多圃場営農管理システム」は GIS(地理

情報システム)を活用して圃場 1 筆ごとの情報を管理・可視化する機能を提供するこ

とで、データの活用を通じた営農指導業務を支援するシステムを開発・実用化した。

さらに SIP農業では日本政府が提唱するサイバー空間とフィジカル空間の融合による

超スマート社会（Society5.0）を農業において実現するため、農業 IT ベンダー1など

の各社のサービスやデータなどの連携を可能にする農業データ連携基盤(WAGRI）2の構

築にも取り組んだ［12］。 WAGRIには「データ連携」、「データ提供」、「データ共有」

の 3つの機能が備えられており、スマート農業に関する多様なサービスや様々なセン

サー機器で取得したデータなどを農業 IT ベンダーや農機メーカー組織の壁を越えて

連携させて使うことができ、自分のデータを他の人と容易に共有できるようにした。

これらの機能は農業におけるデータ活用の促進に極めて有効である。そして現在、こ

の SIP農業の普及促進事業として農林水産省は「スマート農業技術の開発・実証プロ

ジェクト」と「スマート農業加速化実証プロジェクト」を全国展開しているところで

ある。この２事業は WAGRIへのデータ集積に対しても有効であるが、地域に適合した

スマート農業技術を導入して、その成功事例を地域全体で共有し、スマート農業によ

る地域農業の活性化を円滑に進めることに効果を発揮する。 

 

(5)  農業者の考える水田農業の将来像 

新潟県上越市板倉区に所在している（有）穂海農耕について紹介しながら、水田農業

の将来像を議論する。（有）穂海農耕の経営面積は 145 ha程で、水稲と若干の蕎麦を作

付けている。従業員数は 15名で、全員非農家の新規就農者であり、平均年齢は約 32歳

と若い。 

                         
1 農業用の情報技術（IT）のソフトウェアやサービス、システム、製品などを販売する企業 
2 農業の担い手がデータを使って生産性向上や経営改善に挑戦できる環境を生み出すため、データ連携・共有・提供機能

を有するデータプラットフォーム。2019年４月より本格稼働。 
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（有）穂海農耕では「業務用米」を中心とした栽培を行っており、新潟県の中心品種

であるコシヒカリは全体の 10％程しか栽培していない。これは、コシヒカリは倒伏のリ

スクが高く、刈り取り作業に手間がかかる可能性が高いことと、コシヒカリ以外の業務

用米の方が 10 aあたりの売上が高いことが理由である。 

このような業務用米は、実需者の要望をヒアリングし、それに合わせた品種を選んで

栽培している。寿司や牛丼、弁当に向いた品種といった具合である。これらの品種は実

需者の要望に応えられるものであると同時に、生産者にとってもメリットがある品種で

なくてはならない。よって（有）穂海農耕では、実需者、そして、生産者の両方の要望

を満たす品種の情報を持ち、それらの栽培方法を確立しておくことを重要視している。 

一方で、業務用米は必ずしもコシヒカリのように高く売れるわけではない。収量性が

高いため、10 aあたりの売上高は高くなるが、利益を上げるためには原価を下げること

が必要になる。（有）穂海農耕では栽培する業務用米に稲刈り時期が早いか遅いかを示す

早晩性も求めている。これらをうまく組合わせることにより、通常であれば３週間ほど

の稲刈りの期間を、当社では９～10週間まで伸ばしている。これにより、農業機械の稼

働率を上げることが可能となり、その結果、少ない農業機械で大きな面積を経営するこ

とが可能となるため、利益を上げやすい体質になると考えている。また、このように栽

培時期を分散することにより、天候リスクや病害虫のリスクも分散させることが可能と

なり、経営の安定化へも貢献している。 

将来の水稲農業はどうなっていくのだろうか？高齢化の波は止まらないであろう。基

幹的農業従事者 1の平均年齢は 70歳を目前にしているとともに、50歳未満は全体の 10％

程でしかない。さらに従事者数も、1985 年に比べると半数近くに減っている。一方で、

大規模化が進んでいるといわれているものの、20 ha以上の農業者数は全体の２％程で

しかなく、しかもこの数字は北海道の農業者数の数を含んでいるため、本州の水稲農業

ではさらに少ないと考えられる［13］。つまり大規模化はそれほど進んでおらず、今後

も集約化される余地は残っていると考えられる。 

これらを総合すると、今後５～10 年の間に、現在の 50 歳未満の農業者で既存の農地

を耕作していかなければならない、つまり乱暴な計算をすれば一人あたり 10 倍近くの

面積を耕作しなくてはならないという事態になりかねないと考えられる。これを最悪の

事態と想定した上で、この状況において耕作していくためには、基盤整備による圃場の

大規模化やロボット、ドローンの導入、そして水管理の遠隔操作の導入が必要になると

考えている。加えて、栽培の現場だけでなく、育種や、流通形態の工夫、そして未来を

見据えた基礎研究の実施、環境面での新しい取組が必要になると考えている。農業者自

身の経営能力も高めなければならないが、これらが行われていくことにより、水稲農業

は強くなり、そして「儲かる産業」として位置づけられるのではないかと考える。 

 

                         
1 普段の主な状態が農業を行っている者 
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３ 生産農学関連分野の果たすべき役割 

(1) 作物学 

作物学は、広い面積の土地と自然環境を利用して生産する食用作物や工芸作物、飼料作

物を対象とし、作物の収量と品質の向上、生産の効率化と安定化、環境調和性と持続性を

持つ栽培技術の開発を主な課題としている。 

日本の耕地面積と作物の作付面積は減少しつつあり、耕地利用率が 100％を下回る一方、

コムギ、ダイズ、トウモロコシなどの穀物の大量輸入により、カロリーベースの食料自給

率は 37％にまで低下している。また、農業の担い手の減少と高齢化が進行し、農家の耕地

面積が増加すると同時に、農業法人や会社が営農する割合が増加しつつある。今後の世界

の人口増加、気候変動などの環境問題、エネルギー資源の制約を併せて考えると、日本の

作物生産を強化し食料自給率を向上することは緊急かつ重要な課題である。その解決のた

めには環境保全にも配慮しつつ大規模経営体が耕地を有効活用できる省力・低コスト技術

を高度化するとともに、水田輪作の推進と畑地の生産性の向上により自給率が著しく低い

畑作物の生産拡大を図る必要がある。 

日本では第二次世界大戦後に農地整備が進み、現在、水田の約３分の２が 30 a程度以上

の区画に整備され、畑地の約４分の１の区画整理と灌漑施設の整備が終わっている。この

ように、耕地の約半分は基盤整備されており、作物の効率的な省力・低コスト生産が可能

となっている。一方、中山間地域の小規模水田や平坦地も含む畑地など、残りの約半分の

耕地は基盤整備が遅れており、効率的な作物生産が困難である。今後、とくに畑地の基盤

整備を進めると同時に、畑作物の生産性を高める灌漑排水技術、中山間地域などの各所に

散在する小規模な耕地を有効に活用し得る高収益で作業効率の高い作物生産技術を開発す

る必要がある。 

稲作では、田植えや収穫作業の機械化と除草剤の普及により大幅に省力化され、さらに

機械作業の高速化、密播苗 1や水耕苗の育苗、不耕起・無代かき移植、自動水管理システム

などの省力技術の開発が進んだ。しかし、現行の中型機械移植体系では７～８ haが規模

拡大の限界とされており、10 ha以上の規模では育苗・移植作業のない直播栽培 2による省

力・低コスト栽培体系を導入する必要がある。これまでに直播水稲の出芽・苗立ちや倒伏

のメカニズムが解明され、過酸化カルシウムや鉄、モリブデンなどの資材を種籾に被覆し

た湛水直播技術、不耕起 V溝直播 3やプラウ耕グレーンドリル播種方式の乾田直播技術 4が

開発されて直播面積は増加しつつあるが、収量水準が移植栽培に及ばず、直播栽培は作付

面積の約２％にとどまっている。今後は低温・低酸素条件下で出芽・苗立ちが優れ、浅く

播種しても倒伏しにくく、移植栽培と同等以上の収量が得られる品種と栽培技術が必要で

                         
1 水稲の育苗箱にたくさんの種籾を播いて苗箱数を減らす技術。 
2 水稲の種籾から苗を育てて田植えする移植栽培に対し、種籾を直接水田に播く栽培方法。 
3 乾田状態の圃場に耕起せずに約５ cmの溝を切り種籾を播種する栽培方法。鳥害が少なく倒伏に強い特徴がある。 
4 プラウで深耕し土壌鎮圧した乾田圃場にグレーンドリルで種籾を播種する栽培技術。畑作用機械が汎用利用でき、高速

作業が可能である。 
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あり、そのために、出芽・苗立ちや耐倒伏性を制御する量的形質遺伝子座 1とこれらの形質

が優れた遺伝資源を明らかにするとともに、直播適性を備えた高品質・良食味品種を用い

て各地域で安定多収が得られる直播栽培技術を開発する。 

水田輪作 2における畑作物生産の最大の阻害要因は湿害である。近年、高齢化・担い手不

足により、畝立て、溝切り、土入れの手作業による排水促進が困難になり、湿害による生

育不良や収量低下が顕在化してきた。現在、暗渠施工や地下灌漑の排水改善の基盤技術、

畝立てやプラウ耕の湿害回避の機械作業技術により、水田転換畑 3におけるダイズ、ムギ

類、ソバの畑作物栽培が実施されている。また、これらの排水対策と水田への復元時の漏

水対策や養水分管理技術により子実トウモロコシなどの飼料作物やタマネギ、加工トマト

の露地野菜を組み込んだ水田輪作体系の技術開発が進んでいる。ムギ類では根の深さ、ダ

イズでは通気性組織の発達程度が湿害と関係することが解明され、トウモロコシでは遺伝

資源を利用した耐湿性品種の育成が進んでいる。今後は、圃場における畑作物の湿害のメ

カニズムを解明し、耐湿性向上のための作物栽培および土壌管理の技術を開発することに

より、汎用化水田 4における水田輪作体系を導入し畑作物の生産拡大を進める。 

作物栽培では、各地域で毎年異なる気象条件に応じ、播種や収穫時期、病虫害防除時期

や回数、養水分などの調節により収穫物の量や品質を向上させてきた。これまでは作物の

栽培暦を基本とした画一的な栽培管理が行われてきたが、葉色診断や作物生育予測モデル

の導入により、作物の生育に応じた施肥や防除、収穫作業が可能となり、収量や品質の向

上のみならず、肥料や農薬の施用量の低減と省力・低コスト化にも貢献している。今後、

大規模経営体による効率的な作物生産には、圃場ごとの気象や土壌、作物の情報に基づく

的確な作物管理が必要であり、そのためには ICT導入と合わせて、作物や品種の栽培・環

境条件に対する生育反応の研究と気候変動に対応した栽培作物の変更、そして生育診断技

術の高度化が必須である。一方、中山間地域の小規模圃場で高収益作物を組み込んだ作付

体系を確立するため、有機栽培水稲やもち性ムギ類などの高収益作物の収量や品質の向上

と高付加価値化に関する研究と技術開発を進める。同時に、小規模圃場での作業の効率化

をはかるため、ドローン利用など ICTの導入を考慮した技術開発を行う必要がある。中山

間地域の小規模圃場で作物生産を継続させることにより、国土保全と自然環境・地域社会

を維持する効果も期待できる。 

作物学分野では、上記の課題の他、飼料米などに求められる高収量、炊飯米などに求め

られる高品質・良食味、気候変動下の不良環境条件における作物の安定生産などの課題に

継続的に取り組む。同時に、園芸や畜産分野との連携の下、作物残渣や畜産廃棄物の有効

利用を通して、資源循環型で高品質・安定多収な作物生産のための研究と技術開発にも取

                         
1 量的形質とは収量や品質のように複数の遺伝子の総和によって支配される形質で、その量的形質の現れ方に関わる染色

体上のＤＮＡ領域のことを量的形質遺伝子座という。 
2 数年ごとに水田を畑に転換して畑作物を栽培すること。雑草や土壌病害虫の防除、作土の土壌改良に有効で、水稲、畑

作物ともに増収が期待できる。畑転換時の排水、水田への復元時の漏水防止への対策が必要。 
3 稲作のために湛水・灌漑の可能な耕地、すなわち水田を畑作物生産のために利用形態を転換した農地のこと。畑作物の

良好な生育と機械作業のために排水対策が重要である。 
4 コムギやダイズなどの畑作物が栽培できるように排水路や暗渠などの排水施設を整備した水田。 
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り組む。また、熱帯および乾燥地域における作物の生産技術の国際共同研究などを通して、

開発途上国の人材育成とネットワークの形成を推進してきた実績を踏まえ、今後は対象地

域や課題を拡大するとともにネットワークを活かした国際的な研究と技術開発を進める。

それらにより、SDGsの第２の目標の食料の安定確保の達成と持続可能な農業の推進、第 13

の目標の気候変動とその影響の軽減、第 17の目標のグローバル・パートナーシップの活性

化に貢献する。 
 

(2) 園芸学 

  園芸学は、傷みやすいことを特徴とする野菜、果実、花卉（かき）などを生産する園芸

作物の開発・生産・利用に関する農学の一領域である。園芸作物は、品目の種類が多いこ

とに加え、一つの品目の中に多くの品種があり、野生種も含めそこには多様な遺伝資源が

含まれている。 
  アジアやアフリカのモンスーン地帯では、屋敷のまわりに野菜や果樹、イモ類を組合わ

せて自給畑をつくり、園耕といわれる少規模集約農業が行われている。このような家族農

業的な園芸生産は、国連が示している「持続可能な開発目標（SDGs）」の第２の目標である

飢餓や貧栄養対策として重要である。一方、欧米や東アジアの商業園芸では、労働集約的

で環境制御型の生産体系が成立しており、高収量・高品質を実現している。特に日本では

超高品質を求めた篤農的な技術が発達している。商業園芸には最新の科学技術が導入され

やすく、遺伝子組換え品種、植物工場、IT 園芸 1なども実用化段階にある。しかし、商業

園芸では、労働のみならず資源やエネルギーが多投入となりやすく、おしなべて環境負荷

が大きい。生産物の流通ロスも 20〜30％あると見積もられる。園芸生産が経済的に成立す

ることは勿論であるが、そこに持続可能性を担保するシステム設計が求められる。 

  園芸作物には、食味・機能性や外観面での高品質性、収量や栽培容易性、病害虫、乾燥

や過湿、高温や低温環境に対するストレス耐性、さらに保蔵性などの多様な優良形質が求

められる。これまで、遺伝学に基づく交雑育種 2や F1育種 3により優良品種が作出され、園

芸産業の活性化に大きく貢献してきた。最近ではゲノム編集技術による新品種育成も現実

のものとなっている。今後は、地球温暖化による栽培環境の変化や新たな病害虫の発生・

侵入の危険に対応する品種育成が求められる。一方、長い歴史の中で育成された各地の在

来品種の生産は減少し、すでに失われた品種も多い。園芸分野においても、世界レベルで

の多様な遺伝資源の保全とアクセスの確保ならびにその有効活用を実現するため、ジーン

バンク 4の整備と国際的な制度設計が不可欠である。これらの遺伝資源の有効活用に向け

                         
1 環境情報や園芸作物の生体情報を計測し、コンピュータを使って環境制御，病害虫防除，養水分管理などの栽培管理を

複合的に行って最適化する園芸生産技術。IT技術は品質検査等の出荷作業にも活用される。 
2 2つの異なる交配親の交雑によって変異を作り出し、目的とする形質を選抜し，さらなる交雑と選抜を繰り返すことに

よって品種を作り出す育種方法。 
3 異なる対立遺伝子をホモにもつ系統同士をかけ合わせて、その遺伝子座をヘテロ接合とすることで雑種強勢や耐病性な

どの優良形質を備えた遺伝的に均質な種子（F1種子）を得る育種方法。F1品種の優良形質は当代のみ維持される。 
4 農作物や園芸作物の場合、野生種系統や品種を含む遺伝資源を種子や栄養系として保存し、必要に応じてそれらを利活

用していく目的で設置された遺伝資源の保存施設。 
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て、次世代シーケンシング（NGS）や質量分析装置を活用したオミックス解析 1やゲノム科

学の適用が期待されており、得られた知見を育種や栽培技術の研究に取り入れることで、

園芸学の新たな展開が期待される。  

  園芸技術の大きな特徴として、施設での高度な環境制御があげられる。施設園芸では主

として光と温度環境が制御対象であり、二酸化炭素濃度が制御される場合もある。そこに

は、直接的にも間接的にも化石燃料資源を投入することが前提である。日本の施設園芸は

農業用塩化ビニルフィルムの供給を契機として急激に発達し、今日、野菜や花卉のみなら

ず果樹生産にまで普及しているが、直接エネルギーだけをみても農業生産全体における二

酸化炭素排出量の 70％以上が施設園芸由来となっている現実がある。SDGｓの第７や第 13

の目標にも貢献すべく、耐久性の高い資材や高効率のエネルギー利用システムの開発、水

素やバイオマス、太陽光などの自然再生エネルギーの活用技術の開発が急がれる。また、

作物モデルを使って生育や収量をシミュレーションし、AIや IoT技術により得られたビッ

グデータを活用しながら環境制御、肥培管理、整枝管理 2、病害虫防除などの栽培管理に活

用していこうとする研究が開始されており、経験的な篤農技術からの脱却が期待される。

一方で、養液栽培をベースとした植物工場も国内外で稼働しており、温度や肥培管理のみ

ならず、LED を用いた光質や照射方法、二酸化炭素濃度、飽差なども制御対象となってお

り、光合成の最適化が図られている。オランダを中心に、施設栽培用のトマト品種の育成

が施設構造や栽培管理法の改善と併行して進められ大きな成果をあげており、今後オミッ

クスやゲノム科学の手法も導入して、地域の特性やニーズに適合した施設栽培用品種の育

成が行われることが期待される。腎臓病患者用の低カリウム野菜などテーラーメード野菜

も養液栽培技術を用いれば開発可能である。 

  露地での園芸生産においては、農業法人を中核とした少品目大規模生産によって収益性

の向上を追求することが一つの政策的な方向となっており、労働の効率化や機械運用の最

適化にデータ端末を利用するシステムが既に各地で導入され始めている。同時に、作業の

機械化、ロボットの活用、機械運用を前提とした合理的な作付け体系 3の開発、労働生産性

を考慮した剪定などの管理技術の開発、作業性に優れた園地整備のデザインが年々高齢化

する園芸生産者の労働負荷を減らすことを可能にするだろう。一方で、六次産業化に代表

される生産者と消費者との距離を縮めた商品開発や、多品目少量生産を基本とする家族農

業的な農家のあり方は今後も維持継続されるべきと考える。人口減少が進む中、健全な地

域社会の存続に園芸生産が果たす役割は単なる食料供給にとどまらず、住民の健康福祉へ

の影響、ひいては地域文化の継承など社会や地域のあり方も含めた複合的な観点から、持

続可能なシステムとして再構築することで SDGｓの第３、第９、第１１の目標達成に貢献

できる。また、露地園芸生産は、施設生産ほどではないが、投入される資源量が大きく、

                         
1 網羅的な解析手法を用いてゲノム（ゲノミクス）、転写物（トランスクリプトミクス）、タンパク質（プロテオミク

ス）、代謝物（メタボロミクス）などを解析する方法で、各オミックス間の解析も行われる。 
2 園芸作物の生育特性に応じて、シュートや枝を摘心・摘除（剪定）し、支柱や棚に誘引することで、高い生産性が得ら

れるように生産群落構造を人為的に改変して管理する園芸技術。 
3 地域の気象条件、地力の維持や病害虫・雑草の発生にも配慮しつつ、一つの耕地（施設を含む）に年間を通じて、ある

いは数年間にわたって、どのように作物を作付け、どのような栽培管理を行うかの技術体系。 
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環境負荷も大きい。緩効性の化学肥料や効率的な施肥法が開発され、大幅な施肥量の削減

が可能になりつつある。さらに、メタゲノム解析 1手法の発達により、これまで実態把握が

難しかった土壌微生物について、根粒菌や菌根菌など直接的に植物栄養に関わる微生物の

他、微生物相が植物の成長、ストレス耐性、病虫害抑制と深く関わっていることが明らか

になりつつある。これらの知見を栽培技術に活かすことで、農薬や肥料の資源投入を減ら

すことが期待される。現在、これまでの収奪園芸から持続可能な園芸への転換が指向され、

包括的に物質循環を維持する生産方法の確立に向けて、有機物施与による土壌炭素貯留、

土壌からのガス発生の動態に関する研究などが進められている。また、生産物の安全性を

担保するために、天敵を利用した生物的防除や忌避光を利用した害虫対策も普及しつつあ

り、化学農薬の施用量の削減が進められている。 

  日本では野菜、果実、花卉の収穫後の保蔵・流通技術が確立され、コールドチェーン 2が

整備されたことが、品質を保持した広域流通に大きく貢献している。日本の園芸生産物は、

その生産技術に裏打ちされた高品質と安全性や機能性が高く評価されており、流通コンテ

ナの高度化も進み、近年輸出が急速に伸びている。さらなる流通ロスを減らすには、スマ

ート農業の技術を活かしたフードチェーンシステム 3の確立が求められており、地産地消

によるロスやコストの削減にも取り組む必要がある。そのためには、食品科学や流通・消

費科学、さらには健康科学との密接な連携とグローバル・パートナーシップの醸成（SDGs

第 17の目標）が必要となる。また、これらの研究や技術開発・普及を進める人材の育成が

不可欠である。 

 

(3) 土壌科学 

土壌科学は、日本の農業生産を支える基盤である土壌資源を持続的に活用するための土

壌分類・生成や土壌の機能解明、肥料の効率的利用、植物の健全な生育を助ける植物栄養

などの技術開発を主な課題とする農学の領域である。日本の農業生産は急峻な山地の多い

国土で周囲を海に囲まれた限られた農地に依存しており、森林から畑、水田に至る地形連

鎖を活用した高度利用と集約農業を支えている。モンスーンアジアの一角に位置している

日本では、豊富な水資源を有効利用した水田農業と、環太平洋火山帯に位置する活発な火

山活動に由来する黒ボク土壌を特徴とする畑農業や牧畜業と連携した草地、また都市近郊

の園芸農業や各地の気候に適応した果樹栽培などが展開されている。 
これらの農業生産の基盤である土壌資源が有する潜在力は、永年の地力増進や営農管理

によって培われ、近年の精密農業にも対応できる養分管理を可能にしている。例えば水田

農業では土壌侵食の防止や、地形連鎖によって窒素負荷の浄化が行われており、持続可能

な農業の典型として評価される。また水田土壌や黒ボク土壌は土壌炭素蓄積量が多く、温

                         
1 土壌中などの微生物群集のゲノムの総和をメタゲノムといい、このメタゲノムを網羅的に解析すること。 
2 園芸生産物の生産者段階での予冷、流通段階での低温輸送と低温保蔵、消費段階での冷蔵に至る品質管理のための低温

環境の連続した流れをいう。 
3 農産物、園芸生産物を含む食料品の生産、加工・流通、消費の連続した物流・商流・情報流のシステム網を指し、食料

品の安全性の確保、エネルギー消費や二酸化炭素の排出、食料残渣等の廃棄までを含む。IT技術を活用して最適化した

地域でのスマートフードチェーンから輸出入を伴う広域的なグローバルフードチェーンまで規模は様々である。 
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室効果ガスである二酸化炭素の貯留庫としての観点でも注目されている。今後、土壌資源

の潜在能力の更なる開発のため、土壌成分の微細存在状態および土壌微生物による植物養

分など化学物質の形態変換機能や不可給態養分の可給化など植物との相互作用を活用した

機能解明なども期待したい。 
一方、人間活動による重金属や合成化学物質、放射性物質による土壌汚染が起こり、そ

の浄化と回復に多大な労力と年月を必要としている。これらに対して、重金属や放射性物

質を集積する植物によるファイトレメディエーション 1や、可食部に有害金属を集積しな

いか、あるいは逆に地上部に有害金属を集積する作物の創出が進められており、合成有機

物を分解する微生物などと共にその活用が期待されている。また水田では、嫌気的な環境

で発生するメタンが１分子あたり二酸化炭素の 30 倍を超える温室効果を持っているが、

その削減策として中干期間の延長や間断灌漑 2など有効な水管理技術が普及し、農林水産

省の事業として生産と環境の両立が図られてきており、東南アジアへの技術移転も進みつ

つある。 

また近年の食料自給率の低下と共に、海外から大量の食料や飼料が輸入されており、そ

の残渣や糞尿の最終処分先に農地が想定されていることから、国内の窒素負荷量が増大し、

水質汚染の悪化や温室効果ガスの一つ、一酸化二窒素（N2O）の放出量増加が懸念される。

したがって、食料自給率の向上と環境汚染の防止を図ることは必要であり重要な課題であ

る。例えば、有機資源のさらなる活用や肥効調節型肥料あるいは精密農業などで無駄のな

い施肥管理を推進することが必要であり、そのためには田畑一筆ごとの地力など土壌資源

の潜在能力を示す精密土壌図の効率的活用や多様な作物作型 3、あるいは気候変動にも対

応したきめ細かい施肥管理の普及活用が望まれる。以上のような取組は SDGs の掲げる貧

困や飢餓の撲滅（目標１、２）、気候変動抑制（目標 13）、陸上生態系の保全（目標 15）な

どと密接に関わっており、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）報告書の作成や国連 FAO

が推進する Global Soil Partnershipおよび IUSS（国際土壌科学連合）の学術連携や広報

活動にも貢献している。 

さらに食料自給率の向上や地球環境問題、あるいは防災の観点からも、土壌を含む生産

農学の潜在力について、義務教育の段階から積極的に国民にアピールしてゆくとともに、

国際連携を推進する必要がある。 

 

(4) 育種学 

 作物育種は、多様な個体集団の中から人にとって有益な表現型（例えば、収量が多い、

病害虫に強い、低温・高温に強いなど）を持った個体を目視で選抜することで行われてき

た。メンデルの法則の再発見により遺伝子の存在が明らかになると、遺伝学の概念を取り

                         
1 重金属や合成化学物質、放射性物質など有害物質で汚染された土壌を植物によって浄化する技術。植物根から吸収され

た重金属は地上部に移行し、地上部を収穫除去することによって、土壌中の有害物質濃度を低下させることが出来る。 
2 水田で田植えから収穫時まで灌漑水を常時、田面に導入し、土壌表面を絶えず湛水状態にしておく常時湛水に対して、

灌漑水を一時的に導入せず、落水（田面水位をゼロに）して、節水や温室効果ガスであるメタンの放出を抑制する水管理

方法。中干しは盛夏に一時的に落水するのに対して、間断灌漑は盛夏以外の時期にも行われる。 
3 どのような作物をどの時期に栽培するか地域別に類型化すること。 
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入れた交雑育種が始まり、近代育種が発達し、作物の収量性の向上などに貢献してきた。

1990 年代になるとシロイヌナズナといったモデル植物を中心に遺伝子の実態が明らかに

なってきた。モデル植物の遺伝子研究と遺伝的多様性や変異体を活用した遺伝子研究が作

物でも進展し、作物の重要育種形質を制御する遺伝子の実態も明らかになってきた。 

2000年代になると DNAシークエンサーの性能が飛躍的に向上したことにより、多くの作

物・品種・近縁種で全ゲノム解読が可能となった。日本はイネゲノム解読を主導し、ゲノ

ム情報を育種に活用するための基盤研究においても世界を先導してきた。ゲノム情報を使

った比較ゲノム解析 1が行われ、作物の重要形質に関わる遺伝子の実態が解明されてきた。

主要作物では重要育種形質に連鎖した遺伝子領域や重要形質発現に関わる遺伝子が明らか

になり、表現型と遺伝子（型）を繋げることが可能になった。その結果、遺伝子型をみて

当該作物の重要育種形質を選抜することが可能になってきた。初期は、単一の形質を特定

の遺伝子（領域）で判別する DNAマーカーが開発され、次いで、量的形質を支配する複数

の遺伝子領域を特定する QTL 解析手法 2が発達し、最近では全ゲノム情報に基づく一塩基

多型を利用した GWASなどが開発された。これら新技術の開発により、経験と勘を頼りに実

施されていた育種が飛躍的に効率化できるとされている。今後は、これらの技術が育種家

に普及することで育種がより効率化すると期待される。 

 従来の育種では、有用な自然突然変異や人為突然変異を利用して品種の育成が行われて

きた。この方法では、有用な変異を目的系統に導入した後、何世代にもわたり選抜する必

要があるため、時間と労力がかかる。一方、有用遺伝子の実態が明らかになったこと、遺

伝子工学技術が発達したことにより、有用遺伝子を短期間で優良品種に導入する育種技術

が開発された。遺伝子組換え技術はその代表例であり、より迅速で効果的な育種が可能と

なった。遺伝子組換え技術は、トウモロコシ、ダイズ、ナタネ、ワタを中心に活用され、

世界の食料生産の増加と持続に貢献しており、この役目は今後とも続くと予測される。さ

らに近年では、ゲノム編集技術の発達により、有用形質を優良品種に精密に再現すること

が可能になってきている。重要形質に関わる遺伝子変異の実態解明が多様な作物で急速に

進んでおり、ゲノム編集技術を活用した育種は今後益々普及すると予想される。日本にお

いては、多様化する生産者や消費者のニーズに応えた付加価値の高い生産・加工・消費特

性を備えた作物の迅速な開発が今後求められると予想される。ゲノム編集を始めとした新

しい育種技術は、これに応える技術であり、育種・生産農学・食品加工・流通・生活・健

康という一連のフードシステムの改革を促す基盤技術となることが期待される。 

 従来の作物育種は、収量性の向上と生物的・非生物的ストレスに対する耐性を向上する

ことで生産性や品質を安定化させることを大きな目標として行われてきた。近年では、SDGs

の第 13の目標「気候変動への適応」を可能にする品種開発も進められている。今後は、こ

れらに加えて、持続的作物生産と環境保全という SDGsの第 2、第 15の目標達成に向けて、

少ない資源（水、肥料、光、温度など）投入量で出来るだけ多くの収量が得られるような

                         
1 異なる生物間、品種間、系統間でゲノム情報を比較すること。 
2 量的形質遺伝子座（quantitative trait locus）の染色体地図上の位置と遺伝効果の程度を、DNAマーカーとの連鎖か

ら統計的に推定する遺伝学的分析手法。 
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育種が重要目標になると予想される。持続的作物生産に資する品種開発には、作物と動物・

微生物との相互作用を利用するための農業環境基盤情報の集約と解析が必要である。集約

された情報の AI を利用した解析から新しい育種形質とそれを制御する有用遺伝子が同定

され、ストレスに耐性で生産性の高い省資源型品種育成につながることが期待される。な

お、これら SDGsの目標達成に向けては各国の研究機関との連携が必須と考えられる。 

 AIや IoTの発達やスーパーコンピュータの発達はまた、リアルタイムに大量のデータを

取得し解析することを可能にした。これにより、従来の「草丈」や「収量」といった静的

な情報だけでなく、「成長」や「光合成速度」などの動的情報を用いて形質評価（フェノタ

イピング）が可能となったことで、それを活かした新しい育種選抜が実現すると期待され

る。この先端的フェノタイピング技術により、従来の育種形質に加えて、最小資源投入作

物などの次世代育種が加速すると期待される。 

 作物の生産性は、栽培技術（環境制御技術）と育種技術の双方が両輪となって達成され

る。育種技術の継続的開発は今後とも農業資源の潜在力を顕在化させる上で極めて重要で

ある。 

 

(5) 植物病理学 

植物病理学は、植物の病原体の診断・同定、病原体の伝染方法や感染・増殖機構、さらに

は病原体と植物の相互作用などを明らかにするとともに、人の健康へのリスクと環境への

負荷を軽減しつつ、安定した農業生産を実現するために、病害の適切な防除によりその被

害を抑えることも目的としている。 

2018年 12月、国連総会において、2020年を「国際植物防疫年(International Year of 

Plant Health 2020:IYPH2020)」とすることが採択された。これに基づき、日本でも植物病

害虫のまん延防止の重要性についての意識啓発が進められることとなった

（http://www.maff.go.jp/j/syouan/syokubo/keneki/iyph/iyph.html）。農作物・農産物の

活発で国際的な移動、あるいは、気象変動などにより、日本における病害虫の侵入や定着

のリスクは増大している。同時に、「農」と「食」におけるその安全と安心の確保について、

消費者の関心が一層高まっているだけでなく生産者からの要請も増大している。植物病理

学を含む植物保護科学はこれらの要請に応えるために、多くの知見を蓄積し、現場への貢

献に努めてきた。 

その成果は多数あるが、まず、病原微生物・病原体の生態、病原微生物・病原体と植物

との相互作用などへの理解を深めてきたことは、化学的防除のみに依存せず、標的外生物

や環境への負荷を軽減する多数の防除法の開発に結びついた。防除法として植物の抵抗性

誘導、非病原性微生物などによる生物農薬の開発、ウイルス媒介虫を含めた害虫に対して

は、光や色を使った物理的防除技術も実用化されてきた。また、これらの理解に基づいて、

早期診断や病原同定の技術開発、あるいは発生予察への応用が進んだといえる。一般にも、

「環境にやさしい病害虫防除」という考え方が広まっている。一方、新規の病害虫の侵入

や発生、蔓延に常に対応できる情報や技術力の蓄積が、生産の現場でも研究の場において

http://www/
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も必要であることはいうまでもない。 

抵抗性を有する品種の新たな作出も注目される。遺伝子組換えによる抵抗性品種の作出

ではすでに多くの成果が上がっているが、日本での栽培については知的財産権の問題や、

消費者の受容の問題などもあり、行われていない。一方、ゲノム編集については、2019年

９月に日本でもゲノム編集食品が解禁となり、販売が可能となった。内閣府による戦略的

イノベーション創造プログラム（SIP）においても国産ゲノム編集技術などの開発や社会的

な需要の促進などが取り組まれてきた。国内で各種の知見と実績が蓄積されているゲノム

編集など「新たな育種技術（NPBT）」は知的資源であり、今後、作物保護の分野でも活用さ

れることが期待される。抵抗性品種の育種にあたっても、植物病理学により蓄積された病

原や病原と植物の相互作用に関する知識が欠かせないのはいうまでもない。同時に、これ

らの知識は貴重な知的農業資源であるため、必要に応じてそれを活用できるように、層の

厚い研究や普及の体制を維持することが求められる。 

今後の展望としては、すでに利用されている、あるいは、潜在している植物病理学の知

見を異分野の技術と融合すること、および、日本での実績を踏まえて世界の、とくに、途

上国の病害防除に貢献することがあげられる。多くの産業で活用されているビッグデータ

を作物保護に応用することによる最適な防除の実現、ロボットやドローンなどを利用した

新たな防除技術の開発などは、安全・安心な食料生産だけでなく、都市化や高齢化などで

変容する私たちの社会がもつ課題に応えるものといえる。また、脆弱な経済背景を有する

途上国において、安定した農業生産の基礎となるものの一つは、確実な病害防除である。

日本で開発された防除技術を、途上国の実情に適応した技術として展開すること、そして、

それを維持できる研究者や教育者を育てる人材育成、農家への普及などを行うことは、途

上国だけでなく、ひいては日本の安定した食料安全保障に寄与するものとなろう。また、

SDGsの目標 2「飢餓をゼロに」にまず貢献するとともに、合わせて目標 12「つくる責任つ

かう責任」や環境保全に関わる目標 15「陸の豊かさも守ろう」にも貢献するものである。 
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４ おわりに 

本分科会は 2017 年６月に報告「生産農学における学部教育のあり方について」を発出

し、大学学部における生産農学に関する教育が具備すべき知識と経験、学んだ学生が今後

の日本農業の課題にどう対処していくかなどについて論じた。分科会として次に取り上げ

るべき課題の検討で食料自給率の低いことが話題となり、その解決のためにまず日本農業

の現状を研究者および農業従事者から聞き取りを行って見直すとともに、改善に向けた新

しい取組であるゲノム編集技術およびスマート農業技術に注目し、それらを含めた生産農

学が果たすべき役割を検討することにした。 

検討の結果、「日本における農業資源の潜在力を顕在化するために生産農学が果たすべ

き役割」として本報告をまとめた。前半の「２ 日本の食料・農業の現状と展望」は研究者

および農業従事者から話題提供された内容をまとめたものである。これらのテーマについ

ては様々な意見交換を行ったが、基本的には話題提供の内容を共通認識として持つことと

した。後半の「３ 生産農学関連分野の果たすべき役割」は前半の話題提供部分を踏まえ

て、生産農学の各分野の今後の研究方向を議論した結果を記載した。生産農学を構成する

各研究分野では最先端レベルの研究がなされており、それを踏まえて今後取り組むべき重

要な研究方向を示すことができたと考える。農業は地域性や気象変動に左右されるが、日

本では多様な生育環境への対応に研究面で古くから取り組んできておりその成果といえる

のではないだろうか。 

しかし、議論の過程では、不安な要素もいくつか明らかとなった。例えば、農業の担い

手が急激に減少しているにもかかわらず農産物は溢れ、消費者として国内農業の課題を実

感することが少ないこと、また、地球温暖化にともなう気候変動により持続的な農業生産

や地球環境維持が危機的な状況に近づいているにもかかわらず「正常性バイアス」が働い

てしまっていることなどである。耕作放棄地の増加も問題で、それらを抑制し一定の農地

を確保することが農業生産の面から重要であることも指摘された。 

農業資源としては、土地資源や環境資源の他に、育種･栽培技術とそれにつながる基礎お

よび応用研究などの知的資源も肝要である。今回は十分な討議ができなかったが、農業お

よび関連産業の次の担い手育成にとって初等中等教育や大学院教育もまた、重要である。 

なお、いずれの分野の研究でもビッグデータと AI の活用が研究推進の基盤となってき

ている。農業分野においては解析すべき情報量や暗黙知領域が非常に大きく、これらの先

端技術を用いたフェノタイピング（表現形質解析）などを精力的に進め、活用する必要が

あることも議論のなかで合意された。 

本報告が、まだまだ SDGsへの関心が低い日本にあって、農業を通じ SDGsへの関心を高

め、貢献する人材の育成に資することを強く期待する。また、今後得られた成果は日本だ

けに留めるのではなく、クラウド化などを通じて諸外国と連携して省資源持続型農業

(LISA)を推進することが望まれる。そのためにも継続的な予算措置や、実効性のある法整

備が必要である。 
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＜用語の説明＞ 

（１）持続可能な開発目標（SDGs） 

 持続可能な開発目標（SDGs）とは、2015年 9月に国連総会が決議した「我々の世界を変

革する：持続可能な開発のための 2030アジェンダ」が掲げた１７の目標。 

（日本学術会議 HP、http://www.scj.go.jp/ja/scj/sdgs/index.html#goal14） 

 

目標１．あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 

目標２．飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進す

る 

目標３．あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する 

目標４．すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進す

る 

目標５．ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う 

目標６．すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する 

目標７．すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセス

を確保する 

目標８．包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働き 

がいのある人間らしい雇用(ディーセント・ワーク)を促進する 

目標９．強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及び 

イノベーションの推進を図る 

目標10．各国内及び各国間の不平等を是正する 

目標11．包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現す

る 

目標12．持続可能な生産消費形態を確保する 

目標13．気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる 

目標14．持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する 

目標15．陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠 

化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する 

目標16．持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法への 

アクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制

度を構築する 

目標 17．持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活  

性化する 

 

＜引用文献＞ 

［１］日本学術会議 農学委員会 農学分科会、報告「生産農学における学部教育のあり方

について」、2017年６月 28日。  

［２］生源寺眞一：社会を支える農業・農村．京都大学経済研究所附属先端政策分析研究

http://www.scj.go.jp/ja/scj/sdgs/index.html#goal14
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センター編「資本主義と倫理」：69-105（2019）． 

［３］農林水産省：食料自給力指標の動向．「平成 30年度食料・農業・農村白書」：84-

86（2019）． 

［４］農林水産省統計部：「新規就農者調査」：(2006-2018)． 

［５］文部科学省:日本食品標準成分表 (2010年版).（2010） 

［６］下野裕之: わが国の食料供給力の定量的評価．日本作物学会紀事 83 : 341-351.

（2014） 

［７］農林水産省:日本の食料自給力.閲覧 20200317． 

 https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/012_1.html（2020） 

［８］江面浩:作物のゲノム編集と社会実装に向けて．生物工学会誌．97:713-715(2019). 

［９］江面浩:ゲノム編集技術：農作物分野での経緯と今後の方向．食品容器.61:7-11(2020). 

［10］農林水産省：2015年農林業センサス(2015). 

［11］野口 伸：ＳＩＰ「次世代農林水産業創造技術」技術と経済 616、30-36 (2018). 

［12］神成淳司（監修）：スマート農業、エヌティーエス、331‐354（2019）. 

［13］農林水産省：2015年農林業センサス 

 

＜参考資料１＞審議経過 

 

平成 30年 

   １月 30日 農学分科会（第１回） 

役員の選出、今後の進め方について 

話題提供「わが国の食料自給力の課題と展望」（下野委員）と意見交換 

   ４月 27日 農学分科会（第２回） 

話題提供「日本の食料・農業を概観する」（生源寺委員）と意見交換 

   ９月 13日 農学分科会（第３回） 

話題提供「二兎を追って二兎を得る-近未来の農業を考える-」（生源寺 

委員）および「穂海のご紹介と一農業者の考える水稲農業の未来像」（丸

田協力者）と意見交換 

   11月 19日 農学分科会（第４回） 

話題提供「ゲノム編集技術」（江面委員）と意見交換 

令和元年 

   ６月 21日 農学分科会（第５回） 

話題提供「スマート農業の現状と今後の展望」（野口協力者）と意見交  

換 

   12月９日 農学分科会（第６回） 

報告案について検討 

令和２年 

   ２月６日 農学分科会（第７回） 

https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/012_1.html%EF%BC%882020
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報告案について検討 

６月 11日 日本学術会議幹事会（第 292回） 

報告「日本における農業資源の潜在力を顕在化するために生産農学が

果たすべき役割」について承認 
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わが国の食料自給力の課題と展望 

－いざというとき生存に必要な熱量を供給できるか？－ 

【背景】 

生産基盤の弱体化：農業従事者の高齢化と減少，耕地減少，農業機械の老朽化，匠の技の

継承不足 

不安定な国際情勢：気候変動による生産の不安定性，中国の台頭や途上国の食料需要拡大

による輸入の競合，限定された輸入先の国（米国，豪州，加奈陀など） 

国民の強い関心：食料供給に関して 83％が不安があると回答（「食料の供給に関する特別世論調査」

の概要 平成 26 年 2 月 20 日 内閣府政府広報室）． 

 
（農林水産省ホームページより，2018/1/7，本文を文末に添付） 

 

【論点】 

１．食料供給力：いざというとき必要な食料を供給できる生産基盤（人材，技術，耕地，

機械，種子等）はあるのか？ 

現状：不十分な評価にとどまり，精査する必要あり 

 農林水産省の試算では可能：ホームページ掲載の「食料自給力指標」（(a) 畑地の面積に普通畑（116
万 ha）に加えて樹園地（31万 ha），牧草地（62万 ha）を加えている．(b) 2毛作，2期作導入）→
過大評価：畑地について樹園地は伐根などの整備，また牧草地でも，普通畑と同程度の生産力を期
待．水田裏作など現在はほとんど行われておらず播種機械や生産技術，種子などの生産基盤は限定
的． 

 下野の試算（2014）では不可能：現状の単作中心で水田（250万 ha）と畑地は普通畑（116万 ha）
のみを利用で評価すると不可能，国際比較からアフリカよりも低い食料自給力→ 過大評価：種子
（種芋）など基盤が整っている仮定した条件． 

 精査すべき項目：そのような事態の発生の可能性（国際情勢の整理），事態発生の季節の影響（時
間を半年とするか，１年とするか）？ 冷害を含め気候変動の影響はどこまで考慮するか？ 流
通経路の対策は？ 適正な備蓄は？ 
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２．具体的な対策は？：食料供給力の向上に向け 

 下記の農林水産省の提言を超える根本的な解決策はないか？  
 個別事例（市町村レベル，農家レベル）でよい取り組みはないか？ さらなる国民の関心向上（震

災後，「絶対」という神話はない）の方策？ 
 案：耕地と機械という生産基盤の維持の方策，リタイアした高齢者と若手のコントラクターのタッ

グによる耕地整備（耕起・播種前線が日本を北上，収穫前線は南下） 
 メッセージ 食料自給力の危機的な状況を国民に広く認識 
 

農林水産省ホームページより抜粋（2018/1/7） 

【よくあるご質問】  

Q．食料自給力指標は、輸入が途絶した場合など、いざという時にどれだけの食料を生産できるかという能力を見る指標なのですか？ 
A．違います。食料自給力指標は、我が国農林水産業が持つ「底力」を見るための指標です。計算上、作付転換に要する期間を考慮しない等の 
大胆な前提を置いているため、いざという時を考えたものではありません。 
Q．では、実際に不測の事態が起こったらどうするのですか？ 
A．実際の不測の事態に対しては、「緊急事態食料安全保障指針」というマニュアルに従い、具体的な対応を行うこととしています。 

農林水産省ホームページより抜粋（2018/1/7） 

食料自給力指標 （２）試算上の前提 

食料自給力指標の試算に当たっては、食料自給力指標が現実とは切り離された潜在生産能力を示すものであることを考慮し、試算上の前提に 
ついて以下のとおり設定します。 
① 生産転換に要する期間は考慮しない。② 農林水産業生産に必要な労働力は確保されている。③ 肥料、農薬、化石燃料、種子、農業用水、 
農業機械等の生産要素（飼料は除く。）については、国内の農林水産業生産に十分な量が確保されているとともに、農業水利施設等の生産 
基盤が適切に保全管理・整備され、その機能が持続的に発揮されている。 

⾷料⾃給⼒指標の⼿引き（平成29 年10 ⽉ 農林水産省） 
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